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公共事業の司法統制に関する研究 
－公共事業裁判における技術基準の意義－ 
                                                    政治学研究科 政治学専攻 
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刻な被害が発生（予測）しても、司法審査は不可能である。周知のように、亀井委員会は
























にジェット機が就航（昭和 39 年 6 月）したり、第 2 滑走路（B 滑走路）が使用（昭和 45
年 2 月）され始めてからは騒音被害が一層ひどくなった。そこで、原告らは本件空港の設
置・管理者である国を相手取り、航空機の騒音、排ガス、振動等によって、身体・精神両
面の被害、日常生活全般にわたる破壊を被ったとして、昭和 44 年 12 月から同 46 年 11 月
にかけて 3 次にわたって訴えを提起し、①人格権及び環境権に基づき、午後 9 時から午前
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7 時までの飛行の差止め、②民法 709 条、国家賠償法 2 条 1 項による非財産的損害の賠償
請求（内金 1 人 50 万円と弁護士費用）、③将来の損害賠償請求（夜間飛行が禁止され、昼
間の騒音が原告居住地域で 65 ホン以下になるまで、非財産的損害の賠償の内金として 1




した騒音測定塔における測定結果によれば、80 ホン以上の航空機騒音の発生回数が 70 回/
日にも達し、最高記録騒音に至っては 107 ホンにも及んでおり、・・・久代小学校よりも
さらに空港に近接する地域に住む原告らの受ける騒音は一層甚大である。・・・騒音規制
法に基づく大阪府公害防止条例 22 条 1 項、同施行規則 7 条によれば、原告ら居住地域のご
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（事件の概要） 
 原告は、昭和 27 年以前から本件漁場において、海苔の養殖を営んでいたものであり、徳
島市は、同 37 年頃、中央下水処理場を建設して 6 地区から下水を集中して浄化しこれを本
件漁場の下流 200m 付近に設置した下水放流管から放流し、同 45 年頃、更に同様の下水放
流管を設置して生活排水をも放流している。放流された下水は、淡水同様の塩分濃度の低
いものであり、本件漁場の水質を調査したところ、海水比重は、1.015～1.019 であって、


















海苔養殖場では COD（化学的酸素要求量）が 3ppm 以下でなければ被害が発生するところ、
し尿で汚染された下水の放流により、本件漁場の海水はCODが3ppmを超えるに至った*20。 
（行政の主張） 
 海水の比重が 1.015 以上、COD が 3ppm 以下の水質であれば、海苔養殖は可能であり、
本件漁場においては、・・・採水回数 27 回のうち、海水比重が 1.015 以上のものは 25 回、
COD が 3ppm 以下のものは 26 回で、ほぼ基準に適合している。・・・COD については問
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1.020 ないし 1.018 なら海苔養殖に適合し、1.015 以下であれば障害を伴うこともあって養
殖には不適当であるとされている。・・・鑑定人秋山友治による海水の比重と COD の調
査が実施されたが、海水比重はほとんどが 1.015～1.019 であって、1.015 を下回ることもあ
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は、「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年 5 月 8 日同庁告示第 25 号）と題
する告示において、大気中の二酸化硫黄、浮遊粒子状物質について維持することが望まし
い基準を、それぞれ設けている。なお、大気中の塩化水素については同庁告示による環境



































































弘文堂 1-2 頁）。 
*2科学的・技術的問題について「法」はどう対処すべきか、という難しい問題を提示して
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（新美育文（1995）『西淀川公害（第二次ないし第四次）訴訟第一審判決にみる因果関係
論』ｼﾞｭﾘｽﾄ 1081 号 38 頁）。 
*4五十嵐敬喜（2001）『公共事業と行政訴訟』法律時報第 73 巻第 7 号（906 号）117 頁 
*5本書の構成は、凡例によると次のように書いてある。公共事業の施行に係る紛争判例を、
道路関係（165 事件）、鉄道関係（35 事件）、空港・基地関係（49 事件）、公有水面埋立
関係（44 事件）、河川・ダム関係（61 事件）、都市計画関係（129 事件）、発電所・原子
炉関係（50 事件）、処理場関係（66 事件）、住宅・庁舎関係（83 事件）、その他（56 事




*7別冊ジュリスト 171 号 96 頁 
*8判例時報 1025 号 131 頁 
*9判例時報 1025 号 133 頁 
*10判例時報 1025 号 171 頁 
*11大阪国際空港の裁判は昭和 44 年 12 月 15 日に大阪地方裁判所に訴状が提出され（沢井
裕（1974）『大阪空港裁判の展開（上）』ミネルヴァ書房 33頁）、同地裁の判決が昭和 49
年 2 月 27 日であり、「航空機騒音に係る環境基準」は、昭和 48 年 12 月 27 日（環境庁告
示第 154 号）に定められた。また、運輸省航空局飛行場部環境整備課補佐官の亀山秀一は、
「航空分野における騒音対策の進展 -大阪国際空港騒音調停成立 10 年を迎えて」
（http://www.soumu.go.jp/kouchoi/substance/chosei/pdf/feature/kouku.pd）の中で、裁判及び裁
判と並行して行われた昭和 61 年 12 月の公害等調整委員会において、これまでの大阪国際
空港の騒音問題に関する調停の結果、「昭和 48 年 12 月，環境庁により公害対策基本法に
基づく「航空機騒音に係る環境基準」が設定された。この基準は航空機の騒音値，回数，
時間帯を考慮して騒音の影響を評価する WECPNL により定められている。環境基準の計
画的達成については，昭和 50 年 10 月の調停条項にも盛り込まれた。」と述べるなど、本
件訴訟が制度にも大きな影響を及ぼしていることが分かる。 
*12判例時報 1025 号 246 頁 
*13判例時報 1025 号 247 頁 
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（EIC ネット環境用語集 HP http://www.eic.or.jp/ecoterm/?act=view&serial=1664）。 
*33林智らは、「環境基準は閾値の 1/10 に見積もる必要がある」と指摘している（林智・
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*35前掲・木宮他（1976）書 75 頁 
*36前掲・木宮他（1976）書 88 頁 
*37環境基準は環境行政の起点となるもので、環境行政上きわめて重要な意味を持つ（原田
尚彦（1994）『環境法』弘文堂入門双書 101 頁）。 
*38木宮他（1976）・前掲『公害における因果関係と受忍限度』有斐閣 90 頁 
*39判例タイムズ 653 号 188 頁 
*40現況で環境基準よりも清浄な地域では、環境基準までは汚染が許容されると受け取られ
る可能性がある（大塚直（2002）『環境法』有斐閣 218 頁）。 
*41環境基準の後退については、「国民世論の強い反対にもかかわらず昭和 53 年 7 月に実








境基準は法的効力をもつ規制基準ではなく、これを改定する告示は行政事件訴訟法 3 条 2
項の「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」とはいえないと判示し、訴えを却





新たな展開（第 3 版）』法律文化社 102 頁）。 
*44宇井純（1971）『公害原論Ⅱ』亜紀書房 92 頁 
Hosei University Repository
- 15 - 
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*50前掲・阿部他編書（2006）189 頁 





- 16 - 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            
*55宮田三郎（1991）『環境基準について（三・完）』千葉大法学論集第 5 巻第 2 号 171
頁 
*56五十嵐・前掲（2001）法律時報第 73 巻第 7 号（906 号）120 頁 
〔文献〕 
ｼﾞｭﾘｽﾄ 1081 号 
別冊ｼﾞｭﾘｽﾄ 171 号 
判例時報 1025,1279 号                                      
判例タイムズ 653 号                                                  
法律時報第 73 巻第 7 号（906 号） 
千葉大法学論集第 4 巻第 2 号（1990）、第 5 巻第 2 号（1991） 




阿部泰隆他（2006）『環境法（第 3 版補訂版）』有斐閣ブックス 
淡路剛久他編（2002）『環境法辞典』有斐閣 
宇井純（1968）『公害の政治学』三省堂新書 







富井利安他（2003）『環境法の新たな展開（第 3 版）』法律文化社 
原田尚彦（1994）『環境法』弘文堂入門双書 
平野孝他編（2005）『尼崎大気汚染公害事件史』日本評論社 
 
Hosei University Repository
